
1月27日開催
「丹後地域外国人材受入れセミナー」

2026.01.06

京都企業人材確保センターは、外国人材の採用を検討す

る丹後地域の経営者や人事担当者を対象に、1月27日に

京丹後市でセミナーを開くと発表した。

特定技能、技能実習、技術・人文知識・国際業務、介護

などの在留資格を取り上げ、出入国在留管理制度の最新

動向や採用・受入れ時の留意点も説明する。

会場定員は30人、オンライン配信は300人で、参加費は

無料。

希望企業には、外国人留学生の採用に向けた職場見学な

どの支援も案内するとしている。

出典：京都府 https://www.pref.kyoto.jp/rosei/gaikokujinnzai/tangoseminar.html



京都労働局「外国人雇用状況」の届出状況
（令和7年10月末時点）

2026.01.30

京都労働局は、2025年10月末時点の府内の外国人労働者

が4万993人となり、前年より6207人、17.8％増えたと発

表した。

外国人を雇用する事業所も6590カ所で、753カ所、12.9

％増となり、いずれも過去最多だった。

国籍別ではベトナムが9678人で最多、中国7286人、ネパ

ール3948人と続いた。

在留資格別では専門的・技術的分野が1万5384人で、う

ち特定技能は5152人、技能実習は7258人（前年比7.6％

増）だった。

産業別では製造業が24.8％、宿泊・飲食サービス業が

19.3％を占め、従業員30人未満の事業所が全体の61.2％

に上った。
出典：京都労働局 https://jsite.mhlw.go.jp/kyoto-
roudoukyoku/news_topics/houdou/_00264.html



【企業向け】令和7年度第2回
企業向け外国人雇用管理セミナー追加募集

2026.01.30

京都労働局は、外国人を雇用中または採用予定の事業所

を対象とする雇用管理セミナーについて、オンライン参

加者の追加募集を行った。

配信は2月9日午後2時から4時40分までで、申込期限を2

月6日正午まで延長した。

京都労働局が外国人雇用の現状と適正な雇用管理を、労

働基準監督部署が労働条件確保を説明する構成。

大阪出入国在留管理局は育成就労制度や就労可能な在留

資格の最新情報を担当し、京都府警も府内の外国人居住

者や犯罪情勢について解説する。

会場参加枠は既に締め切られており、今回はオンライン

配信分のみの追加案内となる。

出典：京都労働局 https://jsite.mhlw.go.jp/kyoto-
roudoukyoku/news_topics/topics/seminar_00004.html



京都工業会主催「外国人材マネジメントセミナー」
で角南労働局長が講演

2026.02.20

京都工業会は、会員企業などを対象とする令和7年度「

外国人材マネジメントセミナー」を2回構成で実施し、

第2回をオンラインで開催した。

2月20日午前9時30分から10時10分まで、京都労働局の角

南局長が京都工業会の会議室から講演した。

講演テーマは、外国人労働者を受け入れる新制度「育成

就労」とは、というもの。

技能実習制度から育成就労制度への移行を控え、企業側

に新制度の目的や受入れの考え方を共有する機会となっ

た。

参加企業数や質疑の内容、講演資料などの詳細は本文に

掲載されていない。

出典：京都労働局 https://jsite.mhlw.go.jp/kyoto-
roudoukyoku/newpage_02346.html



多様な外国人材の受入を促進
「外国人と企業のための相談会」を年4回に拡充

2026.06.22

京都府は、大阪出入国在留管理局などと実施する「外国

人と企業のための相談会」を、前年度の年1回から年4回

へ拡充すると発表した。

第1回は7月21日に京都テルサで開き、外国人住民と、外

国人を雇用中または採用予定の府内企業を対象とする。

相談は無料で、事前予約者を優先し、オンライン相談や

通訳にも対応する。

在留資格や育成就労、技能実習、特定技能、雇用手続、

職場環境、生活・日本語学習などを専門機関が分担して

相談に応じる。

外国人留学生の就職や、高度外国人材の採用についても

相談できるとしている。

出典：京都府
https://www.pref.kyoto.jp/rosei/gaikokujinnzai/soudannkai/08721.html



京都府の外国人住民等の現状

2026.06.23

京都府は、2025年12月末時点の府内の外国人住民が9万

1290人となり、前年の110.5％に増えたと公表した。

在留資格別では留学が2万2600人で最多となり、特別永

住者1万7644人、永住者1万742人が続いた。

就労関係では技術・人文知識・国際業務が8115人、特定

技能が7623人、技能実習が6635人だった。

特定技能は前年の140.4％と大幅に増えた一方、技能実

習は98.9％とわずかに減少した。

京都市には外国人住民6万7815人が居住し、府全体の約4

分の3を占めている。

出典：京都府 https://www.pref.kyoto.jp/kokusai/10100005.html
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